


































































分類｜即昨 I1悶年 I1987年い988年｜ 活動分野・機能 ｜備考
公 社 3 3 1 。 注（1)
公 団 16 13 13 13 公共事業・産業助成・価格安定
事 業団 19 17 16 17 産業助成・金融・福祉サーピス等
公 庫 10 9 9 9 政策金融・保険
特殊銀行 2 2 2 2 政策金融
金 庫 2 2 1 1 組合金融
営 団 1 1 1 1 運輸
特殊会社 11 10 7 13 運輸・通信・電気・製造業 注（2)






































































I I ｜法非適用 I 全事業｜法適用事業 事 業 i職 員 数 l決算規模
水道 3,642 1, 967 1,675 72,167人 33,003億円
上水道 1,939 1,939 69,225 
簡易水道 1,703 28 1,675 2,942 
工業用水道 116 116 3, 109 2,174 
交通 133 82 51 48,935 13,439 
電気 34 34 2,793 985 
ガス 73 73 2,052 929 
病院 731 731 189,228 26,227 
下水道 1,282 55 1, 227 35,188 41, 779 
港湾整備 123 7 116 1, 197 1, 213 
市場 194 13 181 2,968 1, 902 
と畜場 226 3 223 1, 019 393 
観光施設 799 171 628 4,596 1, 295 
宅地造成 590 64 526 4,783 15,833 
有料道路 24 12 12 146 560 
駐車場 171 9 162 136 257 
その他 39 39 1,345 518 





















｜法人形態｜ 事業数・比率 ｜地方公共団体出資 民間出資
1, 451 (30. 8%〕 205,225百万円
公 法 人 道路公社 35 c 0.7 〕 (100. 0%) （一）
住宅供給公社 56〔1.2 ) 
財団法人 2,209 (46.9 〕 225,302 49,939百万円
社団法人 336 ( 7.1 ) 〔77.4 〕 (17.1%) 
私法人｜
有限会社 24〔0.5 〕 79,686 83,761 
商法法人







｜歌誌 lま理 ｜ 会 合 出 資 法 人 I2叫上出資
｜ 法人
% 
山 1(94.35"1 106 c 5.75" 地域・都市開発 1,847 39.1 
教育・文化 517 11.0 360 (69.6〕 157 (30. 4) 
農林水産 516 10.9 83 (16. 6) 433 (83.9) 
社会福祉・衛生 372 7.9 188 (50.5) 184 (49.5) 
観光・レジャー 342 7.2 135 (39.5) 207 (60.5) 
商工 289 6.1 90 (31.1) 199 (68.9) 
住宅・都市サービス 191 4.0 133 (69.6) 58 (30. 4〕
運輸・道路 189 4.0 63 (33.3) 126 (66.7〕
公害・自然環境保全 55 1. 2 23 (41. 8) 32 (58.2〕
その他 402 8.5 207 (51. 5) 195 (48.5〕
之』








































9) 『有価証券報告書』 1988年3月， 17および19ページ。
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10〕下回博次『NT Tの挑戦』講談社文庫， 1987年， 112～130ページ。
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第 5表 「第三セクター鉄道」の類型化
類 型 ｜会社数l事例 ｜資本金｜ 社 長
道府県主導型 12 I 三陸鉄道 300 県知事
市（町県村出資／／あり〉
9 北条鉄道 100 市長
市（町村／／ 2 甘木鉄道 156 !IT長

















51. 0 49.0 
50.7 49.3 
100.0 0.0 
41. 6 58.4 
40.0 60.0 























































































































































































































































































































42）出井， jij掲論文， 73ページ，および，『地域における第3セクターの展望』 189～190ページ参照。
43）このような問題点を踏まえた上で，次のように「第三セクター」を位置づける見解もある。 「高変
成長期， ーーー企業的都市経首の事業推進の先兵となり，また実施部門主担当したのが外郭団体である
が，そのなかでも関心を集めたのが，第三セクタ一方式であった。」「地方公社（外郭団体，第三セク
ター〉」は，従来「高度成長の落しと子」として，行政の総合性の破綻，民主的統制の欠如，行政の
企業化・ Ji:Z芯化への傾斜，民間資本への従属を批判されてきた。そこでほ主さに，民主的統制・行政
の総合性と，企業性・能率性との調和が問題とされたのであった。しかし，今日における地方自治体
に対する行政＂1，；：要の高まりのなかで，地方自治体は「最小の経費で，最大の福祉を」充足することが
期待されており，その手段として「地方公社・第三セクター」を積極的に評価していくことが必要で
ある（高寄昇三「企業的都市経営論J『都市経営論』動草書房， 198！）年参照〕。
44〕直江，前掲論文， 304～30！）ページ。
現代公企業論の課題 87 
鉄にも「第三セクター鉄道Jの設立がみられる。それらの多くは，従来の地域開発型の「第三
セクター」と共通する特徴と問題点をもつものである。しかし，国鉄の特定地方交通線廃止の
「受け皿」としての「第三セクター鉄道」は，採算的にみて条件の厳しい地域での活動を余儀
なくされており，その維持・存続は公共的性格の5~郎、ものであるにもかかわらず，そこでは民
間警本の導入の有無にかかわりなく，収支均衡のための「効率的」経営が強要されているので
ある45）。
結 び
1980年代における公企業改革の結果，多様な形での株式会社公企業の増加がみられる。しか
し，それを政府レベルの特殊会社と，地方レベルの「第三セクター」とに区別してみると，両
者の置かれている状況に相違がみられ，そこから現代公企業論の課題が浮かび上がってくるよ
うに息われる。
特殊会社に対する公的規制（特に，国会による統制）の緩和のなかで，特殊会社における公
共的側面は大きく後退し，企業的・効率的・採算的側面が強調されることになる。特殊会社が
私企業への過渡的形態と認識されている場合には，この傾向はとりわけ強L、。しかし，特殊会
社は多くの場合，公企業の枠組みの中に止まらざるを得ないので，そこでは国会による規制を
回避しつつ採算的経営を推進しており，しかも子会社の設立を通じて， より一層採算化を強め
るとともに，民間資本との協調が図られることになる。
他方，地方レベルの「第三セクター」においては， 「地方公社・第三セクター」と呼ばれる
公法人，民法法人，商法法人といった形態が混在してL崎。地方自治体として，民間資本の導
入により地域経済の活性化を図らなければならないとLづ側面，議会からの規制を離れて資本
調達をおこない，収益的・採算的経営を促進しなければならないとLづ側面，住民福祉の増進
とL寸公共性を促進しなければならないとLづ側面が複雑に絡み合った結果，「第三セクター」
それ自体の援昧さが生じていると思われる。新たな「第三セクター鉄道」の設立は，一部で民
間資本の導入による採算的経営が進められているが，多くは地方自治体と地域住民の負担の増
加をもたらしており， 「第三セクター」の今日的な位置づけを示しているといえよう。「『政府
・自治体主導型Jの地域開発・大型プロジェグトから， 『民間主導型』のそれへの転換が，当
面の問題となヮている。この変化にともなL、地方公社・第3セクターの形態と役割も変化す
る可能性が大である。地方公社・第3セクターのうち，経営危機に陥っているものと，そうで
45）土居靖範「鉄道事業における『第3セクター』の動向と課題」『交通学研究』 (1983年研究年報），
1984年，および， 「新交通システムの経営形態に関する一考察」『運輸と経済』第44巻第7号， 1984
年7月参照。また丹羽由一「ローカル線廃止と地域交通」『調査』〈日本開発銀行〉第89号， 1985年参
日習。
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ないものとの差異が，新しい局面において，するどく表面化することも考えられる46）」といっ
た指摘もみられる。
株式会社公企業の増加は，公企業の存在理由のひとつの側面，すなわち公的所有にもとづい
て公共の福祉の増進（国民・地域住民の福祉の増進〉を目的とする企業活動に大きな変化をも
たちすととになろ。収益性・採算性への傾斜，国会・議会からの規制の排除，公共性の欠如・
切り捨て，そして利用者・住民の負担増が現在の株式会社公企業の増加の結果としてもたらさ
れている。従来，公企業論の課題は，公共企業体における公共性と企業性の調和のあり方，公
的規制のもとでの自立的・効率的経営の確保の問題であり，あるいは公企業における独立採算
制と受益者負担原則，公費導入と経費負担区分との関連の解明とL、った問題であった。株式会
社公企業の増加は，こうした諜題を後最に退かせてし喝。しかし， 「第三セクタ－Jをめぐる
問題が示しているように， それに何よりも，現代日本の公企業の中心部分に占める特殊法人
〈特殊会社を除く〉，地方公営企業の比重の高さを考えるならば，そうした課題は決して消滅し
たわけではなく，今後ともより一層重要になってくるものと思われる。
46）儀我壮一郎「地方公私混合企業の諸問題」『都市問題研究』第36巻お3号， 1984年3月， 30ページ。
